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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期

第３四半期連結
累計期間

第32期
第３四半期連結
累計期間

第31期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（百万円） 53,435 55,794 91,558

経常利益（△は損失）（百万円） △487 221 1,627

四半期（当期）純利益（△は損

失）（百万円）
△713 △41 1,298

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△839 136 1,434

純資産額（百万円） 4,647 7,055 6,920

総資産額（百万円） 81,306 83,806 74,262

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は損失）（円）
△7.26 △0.42 13.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 8.30

自己資本比率（％） 5.6 8.3 9.2

 

回次
第31期

第３四半期連結
会計期間

第32期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額（△

は損失）（円）
△5.80 △1.88

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第31期第３四半期連結累計期間及び第32期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、当社グループが主力とするビルサッシを中心とした建材

事業分野においては、建設投資の先行指標である着工建築物床面積が小幅ながら増加するなど回復傾向にあり堅

調に推移しました。一方、形材外販事業においては、アルミ加工品・アルミ精密加工品の市場の低迷が続いてお

り、今後もこの分野の需要動向は厳しい状況が続くものと思われます。環境事業においては、震災の影響で止まっ

ていた飛灰処理設備プラント等の新規物件が動き出し受注活動を強化しております。

このような状況の中、当社グループ（当社および連結子会社）は、「中期経営３ヵ年計画（平成２３年度～２

５年度）」を策定し、グループ収益力と財務体質の強化を図り、持続的な成長を目指すべく、グループ全社一丸と

なって計画の推進に取り組んでいます。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高５５７億９千４百万円（前年同期比４．４％増）と

増収となり、利益面では営業利益５億６千４百万円（前年同期比６億１千５百万円良化）、経常利益２億２千１

百万円（前年同期比７億９百万円良化）、四半期純損失４千１百万円（前年同期比６億７千２百万円良化）と最

終利益は若干の赤字となりましたが、前年同期と比べ大幅に改善し増益となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであります。

　

〔建材〕

主力の建材事業においては、着工建築物床面積の増加など市場が小幅ながら回復傾向にある中、利益確保の営

業に徹したことに加え、中期経営３ヵ年計画で取り組んでいる収益改善施策の効果や東日本大震災の復旧需要へ

の対応に注力した結果、売上高は３８５億４千８百万円（前年同期比１０．２％増）、セグメント利益は７億１

千５百万円（前年同期比１１億２千４百万円良化）と黒字に転じ、大幅な増収増益になりました。

　

〔形材外販〕

形材外販事業においては、アルミ加工品等の市場の低迷が続く中、一般形材の受注にも注力しておりますが、ア

ルミ地金市況の下落の影響もあり、売上高は１４１億円（前年同期比８．８％減）、セグメント利益は６億４千

３百万円（前年同期比２億６千６百万円減）となりました。

　

［環境］

環境事業においては、震災の影響で止まっていた新規物件が動き出したことにより受注は順調に推移し、売上

高も当期受注当期売上のメンテナンス工事に注力した結果、２１億５百万円（前年同期比７．３％増）と増収に

なりました。セグメント利益は１億１千２百万円（前年同期比２千９百万円減）となりました。

　

［その他］

その他事業には、運送業・不動産業・ＬＥＤ事業等ありますが、売上高は１０億４千万円（前年同期比１．

８％増）、セグメント利益は１億２千万円（前年同期比６千８百万円減）となりました。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、６億５千６百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 157,000,000

第２種優先株式 1,500,000

第３種優先株式 1,500,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成25年２月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 98,334,867 同左
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数 100株

第２種優先株式（当該優

先株式は行使価額修正条

項付新株予約権付社債券

等であります。）

1,500,000 同左 非上場
単元株式数 100株

（注）１、２、３７

第３種優先株式（当該優

先株式は行使価額修正条

項付新株予約権付社債券

等であります。）

1,500,000 同左 非上場
単元株式数 100株

（注）４、５、６、７

計 101,334,867 同左 － －

（注）１．第２種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の特質は以下のとおりであります。 

（１）普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通

株式数が増加します。

（２）取得価額の修正の基準及び頻度

①　修正の基準：東京証券取引所の終値（５連続取引日平均）。

②　修正の頻度：毎月第３金曜日

（３）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

①　取得価額の下限　103円

②　取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

29,126,213株（平成24年12月31日現在における第２種優先株式の発行済株式総数1,500,000株に

基づき算定。同日の普通株式の発行済株式総数の29.6％）

（４）当社の決定により本優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項が設定されております。

　

２．第２種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）に関する事項は以下のとおりであります。

（１）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

　「注記３．（４）取得請求権」をご参照ください。

（２）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

「注記３．（８）普通株式の交付と引換に第２種優先株式の取得を請求する権利」をご参照ください。

　

３．第２種優先株式の内容は次のとおりであります。

（１）優先配当金

①　優先配当金

当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第２種

優先株式を有する株主（以下「第２種優先株主」という。）又は第２種優先株式の登録株式質権者（以下「第

２種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）及

び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第２種優先株式１株

につき下記②に定める額の剰余金を配当する。

②　優先配当金の額

第２種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第２種優先配当金」という。）の額は、第２種優先株式の

発行価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）に0.25％を加算した利率を乗じ、円位未満小数第３位まで算
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出し、その小数第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、 200円を超える場合は、第２種優先配

当金の額は200円とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物トーキョー・インタ

ー・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指すものと

する。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロンドン銀行営業日でない場合

は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円１年物ロンド

ン

・インター・バンク・オファード・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会（BBA）

によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるも

のとする。

「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支払わ

れるべき第２種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営業日と

する。

「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている日以

外の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを認められ

又は義務づけられている日以外の日をいう。

③　非累積条項

ある事業年度において第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第２

種

優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

④　非参加条項

第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、第２種優先配当金を超えて期末配当を行わな

い。

（２）残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対し、普通株主又

は普通登録株式質権者に先立ち、第２種優先株式１株につき2,000円を支払う。

第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか、残余財産の分配は行わない。

（３）議決権

第２種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

（４）取得請求権

第２種優先株主は、当会社に対し、平成24年７月１日以降毎年７月に発行価額をもって、本優先株式の全部

又は一部の取得を請求することができる。一部取得請求の場合は、抽選その他の方法により行う。

当会社は、前記の請求（以下「取得請求」という。）がなされた場合に限り、請求がなされた日の属する事業

年度の前事業年度における分配可能額の75％を限度として、第２種優先株式の取得をするものとする。

前記の限度額を超えて第２種優先株主及び第３種優先株主からの取得請求があった場合、取得の順位は、第３

種優先株式、第２種優先株式とする。

（５）買受け又は消却

当会社は、いつでも第２種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき剰余金をもって当

該買受価額により消却を行うことができる。

（６）取得条項

当会社は、法令に定める場合を除き、平成21年４月１日以降いつでもその選択により第２種優先株主及び

第２種優先登録株式質権者に対して取得日から１ヵ月以上の事前通知を行った上で、その時点において残存

する第２種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法により

行う。取得価額は、第２種優先株式１株につき2,000円とする。

（７）株式の併合又は分割、新株引受権等

当会社は、法令に定める場合を除き、第２種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社は、

第２種優先株主又は第２種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権

付社債の引受権を与えない。
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（８）普通株式の交付と引換えに第２種優先株式の取得を請求する権利

①　取得を請求し得べき期間

第２種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成19年10月１日から平成29年３月29日までとする。

②　取得の条件

第２種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ．乃至ｃ．に定める取得価額により、当会社普通株

式に引換えすることができる。

ａ．当初取得価額

当初取得価額は、206円とする。

ｂ．取得価額の修正

平成19年11月１日以降の毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、取得価額は、決

定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除

き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定

期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（

円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価額」という。）に修正さ

れる。なお、時価算定期間内に、下記ｃ．で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、修正後取得価

額は、第２種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、

修正後取得価額が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を下回

る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価額が412円（以下「上限取得価額」とい

う。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とする。

ｃ．取得価額の調整

（ａ）当会社は、第２種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株式数

に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価額調整

式」という。）をもって取得価額を調整する。

     　 既発行

　普通株式数

 

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

  

  調整後

 取得価額

 

＝ 

 

 調整前

取得価額

 

×

 １株当たりの時価

   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

（ｂ）取得価額調整式により第２種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額の

適

用時期については、次に定めるところによる。

イ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は

当会社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券もしく

は取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会社の普通

株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除く。）。

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌日以

降これを適用する。

ロ　株式分割により普通株式を発行する場合

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配可能

額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨

取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の

日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配可能額の資本組入れ

の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。
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なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額の資

本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方法に

より、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記g.の規定を準用する。

 

 

 株式数

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）　× 調整前取得価額をもって当該期間内

に交付された株式数

調整後取得価額

この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

ハ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取得

できる証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行す

る場合

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取

得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準用して算

出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適

用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。

（ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。

ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロ

ただし書の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除

く。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨

てる。

ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日が

ない場合は調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数

から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記

（ｂ）ロの場合には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当

会社の有する当会社普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。

ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする

事由が発生し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調

整前取得価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。

（ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要

な取得価額の調整を行う。

イ 株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められた吸

収分割、又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。

ロ その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必

要とするとき。

ハ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の

算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨

並びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日その他必要

な事項を第２種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ.（ｂ）ロただし書に示される株式分割の場合その他

適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

ｅ．第２種優先株式の取得請求の方法

第２種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所（以下「取得請求受付場所」と

いう。）においてこれを取扱う。

（ａ）第２種優先株式を取得請求しようとする第２種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取得

請求しようとする第２種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した上、そ

の第２種優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出しなければ

ならない。ただし、第２種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。

（ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することがで

きない。
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ｆ．第２種優先株式の取得請求の効力発生時期

取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。

ｇ．株券の交付方法

当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第２種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式の

株券を第２種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。

ｈ．第２種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を講じ

る。

ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数

第２種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。

引換えにより

発行すべき普

通株式数

＝ 

 第２種優先株主が引換え請求のために提出した第２種優先株式の発行価額の総額

取得価額

引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を切り捨て、現金による調整は行わない。

③　取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社　本店

（９）普通株式への一斉転換

平成19年10月１日から平成29年３月29日までに取得請求のなかった第２種優先株式は、平成29年３月30日

（以下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第２種優先株主の有する第２種優先

株式の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、

一斉転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の株式会社

東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当該平均値が

（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第２種優先株主の有する

第２種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は当該上限取得価

額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出にあたって１株に

満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれを取扱う。本（９）に

基づき第２種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやかに第２種優先株式の取得

により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。

（１０）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い

第２種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第

454条第５項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日か

ら９月30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたときは

10月１日に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。

（１１）会社法第322条第２項に規定する定款の定め

当会社は、定款に会社法第322条第２項に規定する定めはありません。

　

４．第３種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の特質は以下のとおりであります。 

（１）普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普

通株式数が増加します。

（２）取得価額の修正の基準及び頻度

①　修正の基準：東京証券取引所の終値（５連続取引日平均）。

②　修正の頻度：毎年４月１日

（３）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

①　取得価額の下限　103円

②　取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

29,126,213株（平成24年12月31日現在における第２種優先株式の発行済株式総数1,500,000株に基づき

算定。同日の普通株式の発行済株式総数の29.6％）

（４）当社の決定により本優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項が設定されております。
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５．第３種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）に関する事項は以下のとおりであります。

（１）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

「注記６．（４）取得請求権」をご参照ください。

（２）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

「注記６．（８）普通株式の交付と引換に第３種優先株式の取得を請求する権利」をご参照ください。

　

６．第３種優先株式の内容は次のとおりであります。

（１）優先配当金

①　優先配当金

当会社は、期末配当を行うときは、配当起算日以降毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された第３

種優先株式を有する株主（以下「第３種優先株主」という。）又は第３種優先株式の登録株式質権者（以下

「第３種優先登録株式質権者」という。）に対し、当会社普通株式を有する株主（以下「普通株主」とい

う。）及び当会社普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第３種優

先株式１株につき下記②に定める額の剰余金を配当する。

②　優先配当金の額

第３種優先株式１株当たりの優先配当金（以下「第３種優先配当金」という。）の額は、第３種優先株式

の発行価額（2,000円）に、日本円TIBOR（１年物）に1.0％を加算した利率を乗じ、円位未満小数第３位まで

算出し、その小数第３位を四捨五入した額とする。ただし、計算の結果、200円を超える場合は、第３種優先

配当金の額は200円とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、年率修正日において、午前11時における日本円１年物トーキョー・インタ

ー・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指すもの

と

する。ただし、日本円TIBOR（１年物）が公表されない場合は、同日（当日がロンドン銀行営業日でない場合

は前ロンドン銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円１年物ロンド

ン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会

（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて

用いるものとする。

「年率修正日」とは、平成18年４月１日を含む事業年度については平成18年４月１日とし、それ以降は支払

われるべき第３種優先配当金に係る事業年度の初日とする。当日が、銀行営業日でない場合は前銀行営業日

とする。

「銀行営業日」とは、法令等により日本において銀行が休業することを認められ又は義務づけられている日

以外の日をいい、「ロンドン銀行営業日」とは、法令等によりロンドンにおいて銀行が休業することを認め

られ又は義務づけられている日以外の日をいう。

③　非累積条項

ある事業年度において第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が第３

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

④　非参加条項

第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、第３種優先配当金を超えて期末配当を行わな

い。

（２）残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対し、普通株主又

は普通登録株式質権者に先立ち、第３種優先株式１株につき2,000円を支払う。

第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、前記分配のほか残余財産の分配は行わない。

（３）議決権

第３種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

（４）取得請求権

第３種優先株主は、当会社に対し、平成21年７月１日以降毎年７月に発行価額をもって、本優先株式の全

部又は一部の取得を請求することができる。一部取得請求の場合は、抽選その他の方法により行う。

当会社は、前記の請求（以下「取得請求」という。）がなされた場合に限り、請求がなされた日の属する事

業年度の前事業年度における分配可能額の75％を限度として、第３種優先株式の取得をするものとする。
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前記の限度額を超えて第２種優先株主及び第３種優先株主からの取得請求があった場合、取得の順位は、第

３種優先株式、第２種優先株式とする。

（５）買受け又は消却

当会社は、いつでも第３種優先株式の全部又は一部を買受け、これを株主に配当すべき剰余金をもって当

該買受価額により消却を行うことができる。

（６）取得条項

当会社は、法令で定める場合を除き、平成27年４月１日以降いつでもその選択により第３種優先株主及び

第３種優先登録株式質権者に対して、取得日から１ヵ月以上の事前通知を行った上で、その時点において残

存する第３種優先株式の全部又は一部を取得することができる。一部取得の場合は、抽選その他の方法によ

り行う。

取得価額は、１株につき2,000円に経過配当金相当額を加算した額とする。前記「経過配当金相当額」とは、

優先配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数で日割計算した額とする。

（７）株式の併合又は分割、新株引受権等

当会社は、法令に定める場合を除き、第３種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当会社

は、第３種優先株主又は第３種優先登録株式質権者に対しては、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予

約権付社債の引受権を与えない。

（８）普通株式の交付と引換えに第３種優先株式の取得を請求する権利

①　取得を請求し得べき期間

第３種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成21年４月１日から平成29年３月29日までとする。

②　取得の条件

第３種優先株式は、上記①の期間中、１株につき下記ａ．乃至ｃ．に定める取得価額により、当会社普通

株式に引換えすることができる。

ａ．当初取得価額

当初取得価額は、206円とする。

ｂ．取得価額の修正

平成22年４月１日以降の毎年４月１日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、取得価額は、決定

日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値（気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除

き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定

期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

（円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。以下「修正後取得価額」という。）に修正

される。なお、時価算定期間内に、下記ｃ．で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、修正後取得

価額は、第３種優先株式の要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結

果、修正後取得価額が103円（以下「下限取得価額」という。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を

下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価額が412円（以下「上限取得価額」と

いう。ただし、下記ｃ．による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とす

る。

ｃ．取得価額の調整

（ａ）当会社は、第３種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当会社の発行済普通株式数に

変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得価額調整式」と

いう。）をもって取得価額を調整する。

　

     　 既発行

　普通株式数

 

＋

 新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

  

  調整後

 取得価額

 

＝ 

 

 調整前

取得価額

 

×

 １株当たりの時価

   既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
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（ｂ）取得価額調整式により第３種優先株式の取得価額の調整を行う場合及びその調整後の取得価額の適用

時期ついては、次に定めるところによる。

イ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は

当会社の有する当会社普通株式を処分する場合（ただし、当会社普通株式に取得される証券もしく

は取得できる証券又は当会社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当会社の有する当会社の普通

株式の移転（以下当会社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。）を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の引換え又は行使による場合を除く。）。

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための基準日がある場合はその日の翌日以

降これを適用する。

ロ　株式分割により普通株式を発行する場合

調整後の取得価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配可能

額から資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨

取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の

日を株式分割のための基準日とする場合には、調整後の取得価額は、当該分配可能額の資本組入れ

の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

なお、上記ただし書の場合において、当該株式分割のための基準日の翌日から当該分配可能額の資

本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方法に

より、当会社普通株式を交付する。なお、株券の交付については下記ｇ．の規定を準用する。

 

 

 株式数

 

 

＝ 

 （調整前取得価額－調整後取得価額）　× 調整前取得価額をもって当該期間内に交

付された株式数

調整後取得価額

この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

ハ　下記（ｃ）ロに定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式に取得される証券もしくは取得で

きる証券又は当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する

場

合

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取

得価額で引換えられ又は当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準用して算

出

するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用す

る。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

（ｃ） イ 取得価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

ロ 取得価額調整式に使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日（ただし、上記（ｂ）ロただ

し書の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株

式会社東京証券取引所における当会社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

ハ 取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また基準日がない

場合は調整後の取得価額を適用する日２ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当

該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、上記（ｂ）ロの場合

には、取得価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当会社の有する当会社

普通株式に割り当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。

ニ 取得価額調整式により算出された取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、取得価額の調整は行わないこととする。ただし、次に取得価額の調整を必要とする事由が発

生し取得価額を算出する場合は、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調整前取得価額

からこの差額を差引いた額を使用するものとする。

（ｄ）上記（ｂ）の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要な取

得価額の調整を行う。

イ　株式の併合、資本の減少、会社法第762条に定められた新設分割、会社法第757条に定められた吸収

分割、又は合併のために取得価額の調整を必要とするとき。

ロ　その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要

とするとき。

ハ　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。
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ｄ．上記ｂ．又はｃ．により取得価額の修正又は調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨

並びにその事由、修正前又は調整前の取得価額、修正後又は調整後の取得価額及びその適用の日その他必要

な事項を第３種優先株主に通知する。ただし、上記ｃ．（ｂ）ロただし書に示される株式分割の場合その他

適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

ｅ．第３種優先株式の取得請求の方法

第３種優先株式の取得請求受付事務は、下記③の取得請求受付場所(以下「取得請求受付場所」と

いう。)においてこれを取扱う。

（ａ）第３種優先株式を取得請求しようとする第３種優先株主は、当会社の定める取得請求書に、取得請求

しようとする第３種優先株式を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した上、その第３種

優先株式の株券を添えて取得を請求し得べき期間中に取得請求受付場所に提出しなければならない。た

だし、第３種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。

（ｂ）取得請求受付場所に対し取得請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することができな

い。

ｆ．第３種優先株式の取得請求の効力発生時期

取得請求の効力は、取得請求に要する書類の全部が取得受付場所に到着した日に発生する。

ｇ．株券の交付方法

当会社は、取得請求の効力発生後すみやかに第３種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式の

株券を第３種優先株主に交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。

ｈ．第３種優先株式の要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当会社は必要な措置を講じ

る。

ｉ．引換えにより発行すべき普通株式数

第３種優先株式の引換えにより発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。

引換えにより

発行すべき普

通株式数

＝ 

 第３種優先株主が引換え請求のために提出した第３種優先株式の発行価額の総額

取得価額

引換えにより発行すべき普通株式数の算出に当たっては、１株未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を切り捨て、現金による調整は行わない。

③　取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社　本店

（９）普通株式への一斉転換

平成21年４月１日から平成29年３月29日までに取得請求のなかった第３種優先株式は、平成29年３月30日

（以下「一斉転換日」という。）をもって取得し、これと引換えに、各第３種優先株主の有する第３種優先

株式の発行価額相当額を一斉転換日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、

一斉転換日が取引日でない場合には、一斉転換日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の株式会社

東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を切り捨てる。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、当該平均値が

（ａ）下限取得価額を下回るとき、又は、（ｂ）上限取得価額を上回るときは、各第３種優先株主の有する

第３種優先株式の発行価額相当額を、（ａ）の場合は当該下限取得価額で、（ｂ）の場合は当該上限取得価

額で、それぞれ除して得られる数の普通株式を交付する。なお、上記の普通株式数の算出にあたって１株に

満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定に準じてこれを取扱う。本（９）に

基づき第３種優先株式の一斉転換の効力が発生した場合には、当会社は、すみやかに第３種優先株式の取得

により発行すべき当会社普通株式の株券を交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。

（１０）期中の引換え又は一斉転換があった場合の取扱い

第３種優先株式の取得請求により発行された当会社の普通株式に対する最初の期末配当金又は会社法第454

条第5項に定められた剰余金の配当（中間配当）については、引換えの請求又は一斉転換が４月１日から９月

30日までの間になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までの間になされたときは10月１日

に、それぞれ取得があったものとみなして支払うものとする。

（１１）会社法第322条第２項に規定する定款の定め

当会社は、定款に会社法第322条第２項に規定する定めはありません。

　

７．当会社は、定款において優先株式が剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先すること、

並びに普通株式を対価とする取得請求権が付されていること等の株式の内容との関係から、法令に別段の

定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない旨定めております。
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日　
－ 101,334 － 1,709 － 791

　

　

（６）【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第２種優先株式

第３種優先株式

1,500,000

1,500,000
－

優先株式の内容は、(1)株

式の総数等　②発行済株

式の注記を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 71,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 98,034,900 980,349 －

単元未満株式 普通株式 228,767 － －

発行済株式総数 101,334,867 － －

総株主の議決権 － 980,349 －

 

      ②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

不二サッシ株式会社

神奈川県川崎市幸区

鹿島田1丁目1番2号

（新川崎三井ビル

ディング）

58,200 － 58,200 0.06

株式会社大鷹製作所

愛知県名古屋市守山

区大字上志段味1200

番地

13,000 － 13,000 0.01

計 － 71,200 － 71,200 0.07

（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,500株あります。

（昭和56年10月１日に吸収合併した不二サッシ販売株式会社名義900株を含む。）なお、当該株式は上記「

①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に1,500株含まれております。

２．上記のほか株主名簿上は関係会社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株あります。

なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に100株含まれております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,525 12,729

受取手形及び売掛金 ※1
 20,908

※1
 14,959

商品及び製品 1,133 1,223

仕掛品 11,871 22,646

原材料及び貯蔵品 3,066 3,313

販売用不動産 222 210

その他 1,279 1,976

貸倒引当金 △840 △824

流動資産合計 47,166 56,234

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 35,677 35,616

減価償却累計額及び減損損失累計額 △28,171 △28,423

建物及び構築物（純額） 7,505 7,193

機械装置及び運搬具 44,136 43,990

減価償却累計額及び減損損失累計額 △42,015 △42,052

機械装置及び運搬具（純額） 2,120 1,937

土地 13,166 13,163

リース資産 271 356

減価償却累計額 △114 △133

リース資産（純額） 157 222

その他 14,479 14,952

減価償却累計額及び減損損失累計額 △13,918 △13,707

その他（純額） 560 1,244

有形固定資産合計 23,511 23,761

無形固定資産

その他 112 175

無形固定資産合計 112 175

投資その他の資産

投資有価証券 1,620 1,785

長期貸付金 51 41

繰延税金資産 212 213

その他 2,603 2,305

貸倒引当金 △1,017 △711

投資その他の資産合計 3,470 3,634

固定資産合計 27,095 27,572

資産合計 74,262 83,806
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 19,095

※1
 18,303

短期借入金 24,061 24,017

リース債務 57 72

未払法人税等 152 128

前受金 5,824 15,972

役員賞与引当金 3 0

工事損失引当金 260 208

資産除去債務 99 99

その他 2,652 2,568

流動負債合計 52,209 61,371

固定負債

長期借入金 2,475 2,336

リース債務 113 163

繰延税金負債 207 225

再評価に係る繰延税金負債 430 430

退職給付引当金 11,033 11,403

資産除去債務 182 179

その他 687 639

固定負債合計 15,131 15,380

負債合計 67,341 76,751

純資産の部

株主資本

資本金 1,709 1,709

資本剰余金 814 814

利益剰余金 3,763 3,369

自己株式 △8 △8

株主資本合計 6,279 5,885

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △16 73

土地再評価差額金 1,488 1,488

為替換算調整勘定 △911 △504

その他の包括利益累計額合計 560 1,056

少数株主持分 81 112

純資産合計 6,920 7,055

負債純資産合計 74,262 83,806
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 ※1
 53,435

※1
 55,794

売上原価 45,981 47,452

売上総利益 7,453 8,342

販売費及び一般管理費 7,503 7,777

営業利益又は営業損失（△） △50 564

営業外収益

受取利息 26 18

受取配当金 49 23

受取保険金 12 92

受取賃貸料 22 23

その他 70 73

営業外収益合計 181 230

営業外費用

支払利息 494 475

手形売却損 45 34

持分法による投資損失 7 8

その他 70 54

営業外費用合計 618 573

経常利益又は経常損失（△） △487 221

特別利益

固定資産売却益 4 7

損害賠償金 14 －

株式交換差益 14 －

特別利益合計 33 7

特別損失

固定資産除却損 35 29

投資有価証券評価損 5 0

災害による損失 19 21

退職給付費用 10 －

環境対策費 － 11

その他 4 17

特別損失合計 75 80

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△528 149

法人税等 170 161

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △699 △11

少数株主利益 14 29

四半期純損失（△） △713 △41
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △699 △11

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △88 89

土地再評価差額金 61 －

為替換算調整勘定 △112 57

その他の包括利益合計 △139 147

四半期包括利益 △839 136

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △849 104

少数株主に係る四半期包括利益 10 31

EDINET提出書類

不二サッシ株式会社(E01422)

四半期報告書

20/26



【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

（連結の範囲の重要な変更）

　第２四半期連結会計期間において、福島不二サッシ販売株式会社及び株式会社不二建窓は清算したため、第２四半期

連結会計期間末において連結の範囲から除外しております。

【会計方針の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる損益へ与える影響は軽微であります。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 550百万円 598百万円

支払手形 1,782 1,606

 

２　保証債務

　下記の法人等の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

社会福祉法人メイプル 26百万円 社会福祉法人メイプル 21百万円

その他 0 その他 0

計 26 計 21

 

３  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形割引高 1,796百万円 1,795百万円

受取手形裏書譲渡高 173 138

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

※１　当社グループでは、第２四半期及び第４四半期に売上計上が集中する傾向があるため、第３四半期連結会計

期間の売上高は、第２四半期及び第４四半期連結会計期間の売上高と比べ著しく低くなっております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

　

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 1,434百万円 1,174百万円

　

（株主資本等関係）

第１四半期連結会計期間より、フィリピン子会社の機能通貨をフィリピンペソから円に変更しております。前

連結会計年度において為替換算調整勘定に計上していた△350百万円を利益剰余金へと振替を行っております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 報告セグメント　 　その他　
　（注）

合計　
 建材　　　 形材外販 環境 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 34,99315,456 1,962 52,412 1,022 53,435

セグメント間の内部売上

高又は振替高
212 6,841 － 7,054 2,206 9,260

計 35,20622,297 1,962 59,466 3,228 62,695

セグメント利益又は損失

（△）
△409 909 141 642 189 831

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「不動産」、「運送」、

「保管管理」、「各種金属の表面処理」等を含んでおります。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 642

「その他」の区分の利益 189

セグメント間取引消去 105

全社費用（注） △987

四半期連結損益計算書の営業損失

（△）　
△50

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 報告セグメント　 　その他　
　（注）

合計　
 建材　　　 形材外販 環境 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 38,54814,100 2,105 54,754 1,040 55,794

セグメント間の内部売上

高又は振替高
241 6,363 － 6,605 2,117 8,722

計 38,78920,463 2,105 61,359 3,157 64,517

セグメント利益 715 643 112 1,470 120 1,591

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「不動産」、「運送」、

「保管管理」、「各種金属の表面処理」、「ＬＥＤ商品」等を含んでおります。　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,470

「その他」の区分の利益 120

セグメント間取引消去 59

全社費用（注） △1,085

四半期連結損益計算書の営業利益 564

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 7円26銭 0円42銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（百万円） 713 41

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 713 41

普通株式の期中平均株式数（千株） 98,272 98,271

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　「第３提出会社の状況、１株式

等の状況、(１)株式の総数等②

発行済株式、及び(５)発行済株

式総数、資本金等の推移」に記

載のとおりであります。

同左

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年２月６日

不二サッシ株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員

業務執行社員　
 公認会計士 野口　准史　　印

 
指定社員

業務執行社員　
 公認会計士 恩田　正博　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二サッシ株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。　

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続きである。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、不二サッシ株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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